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栃木県宇都宮市では宇都宮市中心部と宇都宮市の東に隣接する芳賀町の工業団地を結ぶLRTが計画され，

2019年度の開業が予定されている．LRT整備は，地下鉄等の鉄道整備と同様，将来の都市内の人口分布や

都市構造を大きく変化させると考えられる．このため，計画・整備にあたっては，これらの変化を考慮し

た費用，便益の計測が必要である．本稿では，交通整備による人口分布・都市構造の変化を踏まえた費用

便益分析の確立を念頭に，LRTの整備が将来時系列の都市内人口分布に及ぼす影響の推計手法を開発し，

栃木県宇都宮市を対象にLRT整備あり，なしの状況における2040年までの人口分布の推計を行っている．

推計の結果，LRT整備は，宇都宮市東部や芳賀町の沿線での人口減少に歯止めをかけるなど，世帯の転居

行動，人口分布に一定の影響を及ぼすことが確認された． 
 

     Key Words : Light rail transit, Population disutribution, Time-series impact 
 
 

1. はじめに 
 
 わが国の地方都市では，一般に自家用車の交通手段分

担率が高く，公共交通の衰退による子どもや高齢者とい

った交通弱者の問題が顕在化している都市が多い．欧米

では多くの都市で1990年代以降，自動車交通削減による

環境負荷の軽減，交通弱者の移動手段の確保等を目的と

してLRT（Light Rail Transit）が導入された．日本では， 
1997年に熊本市，1999年に広島市で既存の路面電車の軌

道に新型車両の導入が開始され，その後多くの路面電車

運行都市で同様の取り組みがなされた．一方，富山県富

山市では，LRTを歩いて暮らせる公共交通を中心とする

まちづくりの中核に位置付け，新設区間も含むLRT整備

を進めている．2006年に富山駅北口と市北部の富山港

（岩瀬浜）を結ぶポートラム，2009年に富山駅南口から

市中心部を環状運行するセントラムが開業し，さらに

2020年頃のJR富山駅の全線高架化に合わせ，ポートラム

とセントラムの直通運転を予定している．また，栃木県

宇都宮市では，2019年度にJR宇都宮駅から宇都宮市の東

に隣接する芳賀町の芳賀・高根沢工業団地までの約

15kmのLRT新規路線の開業が予定されており，その後東

武宇都宮駅までの延伸計画もある．なお，近年では，

LRTに比べて整備費用が安価で，路線変更も比較的容易

なバス高速輸送システム（BRT：Bus Rapid Transit）の整

備が進められている都市も世界的に多い．わが国の導入

都市としては，不採算路線として廃止になった鉄道路線

跡を活用した茨城県日立市，2011年の東北地方太平洋沖

地震によって鉄道に被害が発生したため，その仮復旧手

段として導入された気仙沼市や陸前高田市などがある．

また，東京では，2020年東京オリンピックの会場や臨海

副都心と都心地区を結ぶBRTが計画されている． 
LRT の整備効果に関する既往研究としては望月ら 2），

溝上ら 3），土井ら  4）などが挙げられる．望月ら  2）は，

富山ライトレールの整備前後に利用者 OD調査と沿線住

民アンケート調査を行い，富山ライトレールの整備によ

る私事等の交通の増加，高齢者等の交通弱者の活動活発

化等の効果を明らかにしている．溝上ら  3）は，熊本電

鉄の LRT 化による費用便益分析を行い，事業採算性が

高いプロジェクトであることを示している．土井ら  4）

は，新規に LRT が整備された富山市を対象に，新規路

線および自動車による中心地への来街者に対してアンケ

ート調査を行い，長期間でみると新規路線の利用者は自
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動車による来街者に比べ消費金額が多いことを明らかに

している． しかし，これらの研究では，LRT 整備が長

期的に人口分布に及ぼす影響は分析されていない．  
交通整備による都市内人口分布の時系列変化を分析す

る手法としては，従来からの土地利用・交通モデルを改

良した土地利用マイクロシミュレーションモデルがある．

代表的なマイクロシミュレーションモデルである

UlbanSim5）は，実際に多くの都市で土地利用・交通施策

の評価に利用されている．しかし，土地利用マイクロシ

ミュレーションモデルに対しては，土地供給者の行動や

土地市場の均衡を考慮していないとの指摘がある．一方， 
土地市場の均衡を考慮した手法には応用都市経済

（CUE）モデル6）7）があるが，基本的には１時点の静学

モデルであり時系列の評価ができない．また，都市交通

整備の評価を目的とし，住宅市場の細分化（戸建と集合

住宅等）を考慮したものは構築されていない． 
以上から，本稿では，LRTやBRTなどの都市交通整備

による人口分布・都市構造の変化を踏まえた費用便益分

析の確立を念頭に，LRTの整備が将来時系列の都市内人

口分布に及ぼす影響の推計手法を開発する．さらに，開

発した手法を用いて栃木県宇都宮市を対象に，LRT整備

あり，なしの状況における2040年までの都市内人口分布

の推計を行う． 
 
2. 人口分布推計モデルの構築 

 
(1) モデルの概要 
モデルは，コーホート要因法を基本とし，自然増減， 

対象都市以外からの転入，対象都市以外への転出，都市

内での社会移動を考慮したゾーン別人口を５年単位で推

計する体系とする．ただし，都市内での社会移動につい

ては，世帯の転居先地域選択行動を踏まえた住宅タイプ

別の住宅地（住宅床）の需要，不在地主の住宅地（住宅

床）供給，住宅地（住宅床）需給均衡（価格調整）によ

り決定されることを仮定する．即ち，本稿のモデルは， 
一般的なCUEモデル6）における住宅地市場（世帯の立地

行動）を時系列および住宅タイプ別に拡張したものとな

っている．なお，一般的なCUEモデルでは, 住宅地市場

だけでなく業務地市場（企業の立地行動）も対象として

いるが，LRT整備による業務地市場に及ぼす影響は相対

的に小さいと考えられることから，本稿のモデルでは住

宅市場のみを扱う．人口分布推計モデルのフローを図-1

に示す． 
 

(2) 世帯の転居行動および住宅地（住宅床）需要 
世帯は，転居意思のある世帯とない世帯に大別され， 

転居意思ありの世帯は，交通利便性等に影響される効用

水準に基づき転居先の希望住宅タイプ別に転居先地域を 

 

図-1 人口分布推計モデルのフロー 

 
選択すると仮定する． 
各世帯の転居先地域の選択は，(1)，(2)式の最大化問

題を解くことで(3)式のロジットモデルとして表すこと

ができる． 
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Uは効用水準を表し，部分効用Vとその他の要因τの

和で定義される．ZAは最寄りの鉄道・LRT駅・バス停ま

での所要時間，ZBは最寄り鉄道・LRT駅・バス停から鉄

道・LRT・バスによる中心駅までの所要時間，ZC，ZD
はその他の住環境評価項目である．また，ｒは地代（賃

貸住宅の場合は家賃）である． 
１世帯あたりの住宅地（集合住宅の場合は住宅床）需

要面積は，一般的なCUEモデルを参考に(6)式で表される

と仮定する．各ゾーンに転入する世帯数に１世帯あたり

の住宅地（住宅床）需要面積を乗じることで各ゾーンの

住宅地（住宅床）の需要量が求められる．住宅地（住宅

床）需要量算定式を(6)～(8)式に示す． 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 828



 

  

y
r
bL t

ik

kt
ik ⋅=                  (6) 

         t
Tk

t
ik

t
ik NPN ⋅=           (7) 

   t
ik

t
ik

t
ik NLD ⋅=             (8) 

ここで，Lは1世帯あたりの住宅地（住宅床）需要面積，

ｙは所得，Nは転入世帯数，NTは転居意思ありの総世帯

数，Dは住宅地（住宅床）需要量を表す． 
 

(3) 不在地主の住宅地（住宅床）供給行動 
不在地主による住宅地（住宅床）の供給行動は，(9)， 

(10)式の利潤最大化問題を解くことで，(11)式のとおり導

出される，(11)式は，地代（家賃）が上がることで供給

面積が増えることを表している． 
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πは利潤，Cは管理コスト，Sは住宅地（住宅床）供給

面積，ｒは地代（家賃），σはパラメータ，は供給可能

面積を表す． 
 

(4) 住宅地（住宅床）の需給均衡 
ゾーン別住宅タイプ別の住宅地（住宅床）の需給均衡

は，(12)式で表される． 
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3. 宇都宮市におけるLRT整備の影響分析 

 
(1) 対象圏域とゾーン区分 
対象都市は，2019年度にLRTの新規開業が予定されて

いる栃木県宇都宮市および芳賀町とする．分析対象とす

るLRTの整備区間は，当初の優先整備区間であるJR宇都

宮駅から芳賀・高根沢工業団地（芳賀町）までの約

15kmとする． 
対象圏域は，宇都宮市と芳賀町のうち2010年時点で市

街化区域かつ供給可能面積や世帯数が０ではない地域と

する．ゾーン区分は世界測地系500mメッシュとし，計

456メッシュが対象圏域となる．対象圏域とゾーン区分

を図-2に示す． 
 

 
図-2 対象圏域およびゾーン区分 

 
(2) 住民アンケート調査 
対象地域の住民の転居意向（転居意思のある住民の割

合）を把握するとともに，(5)式の説明変数（ZC、ZD）
を決定し，パラメータを住宅タイプ別に推定するため２

段階での住民アンケート調査を実施する．なお，戸建住

宅の場合，(5)式におけるｒは地代であるが，回答者が

地代水準を想定しづらいと考えられること，裁定条件よ

り「地価＝地代／利子率」が成り立つことから，住民ア

ンケート調査，(5)式のパラメータ推定においては，地

代の代理変数として地価を用いる． 
第１段階のアンケート調査では，個人属性や転居先の

希望住宅タイプ，転居先地域選択の際の職場，最寄りの

鉄道駅までの近さ等の各項目の重視度（非常に重視して

いる，重視している，どちらでもない，あまり重視して

いない，重視していない，の５段階），各項目の許容で

きる概ねの目安等を尋ねる．調査項目の詳細を表-1に示

す．調査は2015年9月29日にポスティングとJR宇都宮駅

前での配布，郵送回収により行った．計1000部を配布し，

回収数188部（回収率18.8％）であった． 
 

表-1 プレアンケート調査項目 
1.　個人属性

・年齢・性別・職業 ・1ヶ月あたりの生活費
・世帯人数 ・鉄道の利用頻度
・自家用車の利用頻度 ・最寄り鉄道駅までの時間及び手段
・バスの利用頻度 ・最寄りバス停までの時間及び手段

・住居タイプ ・職場の場所及び自宅からの所用時間
・居住年数

2.　転居先での希望住宅タイプ
・転居先の住宅タイプ ・転居先の床面積
・転居先の土地面積
3.　転居選択の際の重視度、許容できる概ねの目安
・職場・通学先までの近さ ・子供の小学校・中学校までの近さ
・最寄り鉄道駅までの近さ ・金融機関までの近さ
・最寄りのバス停までの近さ ・総合病院までの近さ
・JR宇都宮駅までの近さ ・町医者・クリニックまでの近さ
・東武宇都宮駅までの近さ ・公園までの近さ
・インターチェンジまでの近さ ・実家や親類宅までの近さ
・国道までの近さ ・地域コミュニティ活動の充実度
・食品スーパーまでの近さ ・土砂崩れによる被害リスクの小ささ
・コンビニまでの近さ ・河川氾濫による被害リスクの小ささ
・大型商業施設までの近さ ・地価・家賃の低廉さ
・役所までの近さ  
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現状の住宅タイプおよび転居先で希望する住宅タイプ

の集計結果を図-3に示す．現状の住宅タイプでは戸建が

約６割であるが，転居先の希望住宅タイプでは戸建が約

５割となり集合住宅賃貸の割合が増加している． 
各項目の重視度の集計結果を図-4に示す.．非常に重

視している，または重視していると回答した割合は， 
「食品スーパーまでの近さ」が最も高く，80％を超える． 
次に，「河川氾濫による被害リスクの小ささ」，「土砂

崩れによる被害リスクの小ささ」が高い割合となってお

り，災害への関心が強いことがわかる．また，職場・通

学先までの近さ，最寄り鉄道駅までの近さ，子どもの小

学校・中学校までの近さなど公共施設や日常生活に関わ

る施設へのアクセス性を重視していることが読み取れる． 
なお，「河川氾濫による被害リスクの小ささ」と「土

砂崩れによる被害リスクの小ささ」は，重視度の回答結

果の相関が0.96と非常に高くなっている． 
以上を踏まえ，ここでは，「食品スーパーまでの近

さ」を表す「食品スーパーまでの所要時間」を(5)式に

おけるZC，「河川氾濫による被害リスクの小ささ」に

関連する「想定最大浸水深」をZDとする． 
第２段階のアンケート調査では，まず１～５年以内の

宇都宮市内・市外への転居の意思について尋ねる．次に， 
(5)式のパラメータ推定を行うため，各説明変数の水準

を組み合わせたプロファイルを作成し，３つの条件の中

で最も望ましい条件１つを選択してもらう問題を４度繰

り返す．なお，転居先の希望住宅タイプとして，約８割

が戸建持家と集合住宅賃貸を挙げている（図-3）ことか

ら，住宅タイプを戸建持家，集合住宅賃貸（30㎡，50㎡， 
70㎡，90㎡）に限定し, プロファイルを作成する. 各評価

項目の水準は, 第１段階のアンケート調査における許容

目安の回答結果に基づき3水準設定し，L12(35)型の直交

表に割り付けて決定する．プロファイルの調査票の例を

図-5に示す． 
調査票は，2015年11月19日に表-2に示すJR宇都宮駅か

ら東西南北各方向に自動車で10分，20分，30分圏の地域

を対象にポスティングで配布し，郵送で回収した．配布

数は各地域200部，合計2400部とし，回収数は289部（回

収率12.0％），このうち有効回答数は199部であった． 
転居意思の集計結果を図-6に示す．５年以内に転居を

考えている世帯は約9％であり，このうち宇都宮市内へ

の転居意向のある世帯は4.2％となっている． 
 
(3) 効用関数のパラメータ推定 

(5)式のパラメータ推定は，第２段階のアンケート調

査の個票データを用い，最尤法により行う．効用関数の

パラメータ推定結果を表-3に示す．なお，賃貸について

は， サンプル数の制約から，30～90㎡の全てのデータ

を用いて推定を行った． 

 
図-3 現在の住居タイプと転居先の希望住居タイプ 

 

 

図-4 転居先地域選択の際に重視する項目 
 

□① □② □③

食品スーパーまでの時間 5分 10分 15分
河川氾濫による被害リスク 0.5m 0m 2m

1m2あたりの地価 4.5万円 6万円 3万円

20分 10分
最寄りの鉄道・LRT駅・バス停

からJR宇都宮駅までの
公共交通機関による所要時間

最寄りの鉄道・LRT駅・バス停
までの所要時間（徒歩）

5分 10分 15分

10分

 
図-5 プロファイルの調査票の例（戸建持家） 

 
表-2 プロファイルアンケート調査票配布地域 

10分圏 20分圏 30分圏

東部 東峰 鐺山町 氷室町
西部 桜2、3、4、5丁目 駒生町 田野町
南部 茂原町 宮の内３丁目 陽南４丁目
北部 岩曽町 中岡本町 白沢

JR宇都宮駅からの所要時間（自動車）

 
 

 
図-6 転居の意思 
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表-3 効用関数のパラメータ推定結果 

係数 ｔ値 係数 ｔ値

最寄りの鉄道・LRT駅・
バス停までの所要時間

-0.25 -1.72 -0.10 -0.47

最寄りの鉄道・LRT駅・
バス停からJR宇都宮駅
までの公共交通機関

による所要時間

-0.32 -1.47 -0.46 -1.40

スーパーまでの時間 -0.36 -2.19 -0.35 -1.45
想定最大浸水深 -1.31 -15.04 -0.89 -6.96

地価 -0.32 -1.28

家賃 -3.24 -4.06

対数尤度

N

注)( )内はｔ値、***は1%有意、**5%有意、*は10%有意

戸建 賃貸

156 43

-412.10 -149.89

 

 
(4) ゾーン毎の基礎データの設定 
構築したモデルを用いて将来の人口分布推計を行うた

めには，初年時（2010年）における地価・家賃，各種施

設までの所要時間，想定最大浸水深等のデータをゾーン

毎に設定する必要がある． 
地価については，宇都宮市の地価公示データを用いて

地価関数(13)式を推定し，ゾーン毎に推計する． 

321 ZZZr ⋅+⋅+⋅+= δγβα             (13) 

ここで， Z１は最寄り駅ダミー（JR・東武宇都宮駅：

０，その他：１），Z２は最寄り駅までの道路距離，Z３

は容積率である．パラメータの推定結果を表-4に示す． 
家賃（床面積別）は，宇都宮市の平均家賃（床面積

別）を平均地価で割り，各メッシュの地価を乗じて算出

する．平均家賃はSUUMOより算出し，平均地価は国土

交通省の平成27年地価公示価格より求める． 
(5)式におけるZA，ZCの所要時間は，徒歩による所要

時間を想定し，各500mメッシュの重心からの直線距離

を道路距離に変換するために1.1666 8）を掛け，分速80m
で除すことにより求める．最寄りの鉄道駅からJR宇都宮

駅までの鉄道所要時間は，NAVITIMEより算出する．最

寄りのバス停からJR宇都宮駅までのバスによる所要時間

は，関東自動車株式会社とアットとちぎの時刻表検索を

用いて算出する．想定最大浸水深は，宇都宮市洪水ハザ

ードマップを基に４区分（0m，0.5m，1.0m，2.0m）に設

定する． 
 

表-4 地価関数のパラメータ推定結果 
係数 t値

定数項 29,253.04 4.11
最寄り駅ダミー -29,041.20 -6.18
最寄り駅までの道路距離 -7.37 -7.90
容積率 355.57 16.78

N
決定係数 0.85

107

 
 

表-5 効用関数以外のパラメータ 

戸建 賃貸（30-50) 賃貸（70-90)

b 0.29087 0.03211 0.06421
θ 1  

 
 (6)式の所得は，市町村税課税状況（総務省）におけ

る第２表市町村別データを用いる．(6)式の住宅地（住

宅床）需要関数のパラメータｂは，2010年時点の平均住

宅地（住宅床）需要量と平均住宅地（住宅床）面積が等

しくなるように設定する．また，(3)式の立地ロジット

パラメータθは１とする．(5)式以外のパラメータを表-5

に示す． 
(11)式の住宅地（住宅床）供給面積は，１世帯あたり

の住宅地（住宅床）需要量に世帯数を乗じて算出する． 

供給可能面積は，戸建ての場合は住宅地転用可能と思わ

れる，田，その他の農用地，建物用地（空き家率16.3％

を乗じたもの）の合計とし，集合住宅の場合はこれに用

途地域別の容積率を乗じて算出する． 
 
(5) 将来の人口分布推計 

(3)～(8)，(11)および(12)式，各関数のパラメータ，ゾ

ーン別の基礎データを用い，将来時系列の人口分布を推

計することができる．転居意思ありの世帯比率は，第２

段階のアンケート調査結果より5年あたり4.2%とする． 
2020年，2040年における人口分布（2010年からの増減

率）の推計結果を図-7に示す．全体的に，人口は2010年
に比べ， 2020年には僅かに増加しているが，2040年にな

ると減少している．また，2040年の人口減少率は，宇都

宮市中心部では比較的小さく，宇都宮市郊外， 芳賀町

では，大きい傾向にある． 
 
(6) LRT整備が将来の人口分布に与える影響 
ここでは，LRT整備が2020年に完了したと仮定し，将

来の人口分布推計を行う．整備されるLRT駅は宇都宮市

公式Webサイト9）より設定する．各LRT駅からJR宇都宮

までの所要時間は，始点から終点までの所要時間，始点

から終点までの距離とJR宇都宮駅から各LRT駅までの距

離の比率を用いて算出する．なお，LRTの新設駅が整備

されることによりJR宇都宮駅までの所要時間が短縮され

るメッシュは14メッシュのみであり，現状の路線バスに

よる所要時間と比較して短縮がほとんど見られない．そ

のため，本分析では，新設されるLRT駅と近隣メッシュ

を結ぶ路線バスが新たに整備されることを仮定する． 
2020年，2040年におけるLRT整備ありの場合，なしの

場合の人口の変化率（（あり－なし）／なし）を図-8に

示す．LRT沿線やJR宇都宮駅とJR線で繋がっている鶴田

駅，雀宮駅，岡本駅周辺では人口の増加が見られ，鉄道

駅が近くにない宇都宮市北部の地域や東武宇都宮駅と東 
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＜2020年＞ 

 

＜2040年＞ 

 
図-7 2010年からの人口増減率 

 
武宇都宮線で繋がっている南宇都宮駅，江曽島駅，西川

田駅では人口の減少が見られる. 
宇都宮市東部，芳賀町（計47メッシュ）の人口の時系

列変化を図-9に示す．整備ありの場合，2020年には整備

なしの場合に比べて人口が増加している．2025年以降， 
人口はどちらも減少に転じているが，LRT整備は2040年
時点の減少数を約200人少なくする効果があることが示

唆される． 

 
4. おわりに 

 
本稿では，都市内におけるLRT整備による将来時系列

の人口分布に及ぼす影響を推計可能なモデルを構築し， 
栃木県宇都宮市と芳賀町を対象にLRT整備あり，なしの

場合の2010～2040年（5年毎）の人口分布推計を行った．

推計の結果， LRT整備ありの場合には整備なしの場合と

比較して，LRT沿線のゾーンを中心に人口の増加が確認

され，LRT整備は世帯の転居行動, 将来の人口分布に一 

＜2020年＞ 

 
＜2040年＞ 

 

図-8 LRT整備による人口分布への影響 

 

 

図-9 宇都宮市東部、芳賀町の人口の変化 

 
定の影響を及ぼすことが示唆された． 
なお，本稿の実証分析では，鉄道，路線バスによる所

要時間を用いているが，平均待ち時間や一日あたりの利

用人数，運賃は考慮されていない．これらを考慮した分

析は今後の課題である．また，長期時系列の人口分布推

計結果を用いた費用便益分析，市街化調整区域への転居

を規制する等の土地利用施策を組み合わせた場合の人口
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分布推計とその結果を用いた宇都宮市のマスタープラン

に記載されている「ネットワーク型コンパクトシティ」

に沿った施策の効果分析も今後の課題としたい． 
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The long-run impact of development of LRT on Population distribution in Utsunomiya 

city, Japan 
 

Takuya SASAKI, Tetsuji SATO and Mika CHIKUMA 
 

Utsunomiya city in Japan is planning a new LRT system between the downtown area and Haga town 
which is located just outside Utsunomiya and it will be open to the public in 2019. Development of LRT 
may have a large impact on the population distribution in the city in the future. Cost benefit analysis for 
development of railway including LRT, however, does not take in account of the change of household 
distribution in general. In this paper, a model which can evaluate the impact of development of LRT on 
population distribution in the city is developed and estimations of population distribution in Utsunomiya 
from 2015 to 2040 are conducted in the cases with and without LRT. As a result, it is indicated that de-
velopment of LRT increases population in Haga town and east side of Utsunomiya city along the LRT 
line. 
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